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岸和田市公共施設最適化計画  － 概要版 － 

人口の動向 

 

『本市の人口推計によると、人口減少と少子高齢化により、平成 57 年

には人口 16.7 万人、老年人口の割合は 31％になる見込みです。』 

財政の状況 

 

『高齢化の進行による扶助費の増加や生産年齢人口減少による歳入減少から、

公共施設にかけるお金（投資的経費）の確保が更に難しくなります。』 

公共施設の現状 

 

『様々な公共施設を保有しており、今後、老朽化に伴う修繕・大規模改

修の増加が見込まれます。』 

本市が保有する公共施設は、総延床面積が 52.8 万㎡です。この計画では、建築物系の施設に限定し、

さらに庁舎関連（市役所本庁舎等）と公営企業等関連施設（市民病院、競輪場）を除いた 219 施設、

43.8 万㎡を対象としています。 

施設の内訳をみると、学校教育施設が全体の 56.5％、続いて、公営住宅が全体の 9.3％を占めてい

ます。 

公共施設を取り巻く現状 

公共施設マネジメントを考える 

『近年における公共施設を取り巻く現状は非常に厳しくなっており、わたしたちは公共施設に

もっと関心を持ち、考えねばならない時期に来ています。』 

岸和田市の『第４次総合計画』第２期戦略計画では、住んでみたい、住み続けたいと思えるまち

づくりを総括の目標としていますが、その達成に施設面からアプローチしていくのがこの公共施設

マネジメントです。わたしたちは公共施設を自分たちの財産と捉え、現状と課題をまずは知り、市

民と行政がともに今後のあり方を考えていくことが大事であると考えます。そして、わたしたち自

らが施設に愛着を持ち、考え、主体的にマネジメントを実践することにより、最終的に施設の利用

満足度を向上させることを目的に、この計画を策定します。 

また、本市では中長期的な視点で計画的にマネジメントすることを目的とした『公共施設マネジ

メント構想』に以下の目標を掲げ、次世代にかけて持続可能な公共施設の維持管理を目指します。 

 
構想の目標 

 施設を良好な状態で維持すること。 

 施設の最適化を実現し、維持管理コストの削減を図ること。 

 市民の施設利用満足度を向上すること。 

※  この推計は平成 27 年時点での「コーホート要因法」による単純推計であり、本市策定の『岸和田市総合戦略』に

基づく定住人口の増加策については考慮していません。 
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1965 年（昭和 40 年）から 1985 年（昭和 60 年）にかけて建設された、築 30 年以上が経過し

た施設面積が半分以上を占めています。さらに、築 50 年以上の施設に限っても約６％あり、今後更な

る老朽化による修繕・大規模改修の増加が見込まれます。 

 

（１）計画的保全による長寿命化の推進 

 

『施設管理者による日常点検を行い、施設の棟ごとで老朽度を点数化して比較判断する仕組み

を構築し、実態に即した保全を実施します。』 

公共施設マネジメントの具体的な方向性 

①老朽化の現状の把握 

『建物の更新周期を 80 年と 65 年とした場合の改修・修繕の条件を設定し、今後必要となる保全

費用を試算しました。その結果、更新周期を 65 年とした場合の方が財政負担の軽減効果が大きい

ことから、目標耐用年数６５年と設定しました。』 

②目標耐用年数の設定 

施設ごとに将来的な保全費用を算出した結果、平成 28 年度からの 50 年間で、総額 1,826 億 2

千万円（年平均 36 億 5 千万円）の負担が必要であることが試算されました。特に平成 48 年度か

らの 10 年間ではその費用は単年度で 58 億５千万円となり、もはや現状のままで維持していくこと

は大変な状況であることが分かります。 

③保全計画の策定 

目標耐用年数 ６５年 

健全な施設運営のために、これまでの「事後保全」による維持管理だけでなく、長期的な視点で計画

的な修繕を行う「予防保全」の考えを取り入れ、定期的な点検や診断結果に基づく、計画的な保全を実

施するとともに、施設の長寿命化により財政負担の軽減を図る必要があります。 

『本市では、施設を適切に管理運営するため、「岸和田市公共建築物中長期保全計画」を策定

します。』 

④中期保全計画の検討（平準化の検討） 

『保全計画で策定した長期の修繕方法をもとに、特定の年度に工事が集中しないように平準化

を行うなど、財政状況を勘案しながら、単年度ごとの工事の優先順位を考え、中期の保全計画

として決定します。』 

＜平準化後＞ 

＜平準化前＞（百万円） 
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今後50年間の保全費用の削減イメージ

計 削減分

百万円

（２）施設保有量の適正化 

 

『今後 50 年間で必要な保全費用は総額 1,826 億 2 千万円（年平均 36 億 5 千万円）と試算され

ました。一方、平成 26 年度までの直近５年間の投資的経費の公共施設に係る費用と維持補修費を

見ると、年平均にすると 14 億８千万円です。直近５年間の決算値からこのままの状況が続くとい

う条件で単純計算すると、金額ベースで約 40％しか保全費用が賄えない状況にあります。』 

現状がこのまま続くと仮定した場合、 

今後保全費用が賄えるのは全体の約 40％（金額ベース） 

14 億８千万円（決算値年平均）÷36 億 5 千万円（50 年平均値）≒0.40 

①施設保有量の適正化 

『今後真に必要な施設を維持していくために、施設の適正量への一定の削減が必要です。施設の保

全に当たっては、早期の取組がコスト削減に大きな効果を与えることから、10 年を１期間として

考えると最も市の負担が大きくなる平成 48 年からの 10 年間を迎える前に一定の総量の削減が必

要です。計画では、平成 37 年度（今期計画期間）までに床面積の約３％を、平成 47 年度（次期

計画期間）までに床面積の約 30％を、それぞれ削減することを数値目標に置いています。 

②数値目標 

（３）地域の特性やまちづくりと連動したマネジメントの推進 

 
『再配置は、単に不要な施設を統廃合し、保有量を削減するだけのものではありません。行政のみ

ならず、市民、民間事業者等、地域に関わりのある多様な主体が知恵を出し合うものです。将来目

指すまちづくりを見据え、地域の人口動向や今後の利用状況の見通し、施設の特性等を考慮しなが

ら進める必要があります。』 

（４）効果的・効率的な維持管理・運営の実現 

『多様化する市民ニーズに応えるため、既存のサービス内容の見直しやサービス提供方法を検討し

ます。施設の廃止や集約化により、余剰スペースや跡地等が発生した場合には、民間事業者への売

却・貸付を含め有効活用を検討するなど、新たな財源確保の方策を検討します。』 

（５）受益者負担の検討 

『施設の管理に要する経費には、原則、施設使用者から納付された使用料が充てられますが、それ

で全てを賄える状況にはなっておらず、その差額は市税が充てられます。施設は使用しないが納税

を通じてその経費を負担している市民の理解を得ることが大切です。』 

公共施設マネジメントの推進と成果 

（２）公共施設マネジメントの成果 

（１）推進のための取組 

『公共施設の再配置は持続可能な財政運営を実現させる施策ですが、この取組みを進める過程で市

民のみなさんが議論に参加し、ともに検討していく中で、地域への愛着や誇り、思いを喚起し、公

共施設について関心を持っていただくことは大きな成果です。最終の目的である「施設の利用満足

度を向上させる」ため、計画の進行管理や成果評価を行政と市民、共同で進めます。』 

① 施設情報の一元管理：公共施設の基本的な情報を一元的に管理し、今後の保全費用の見直しや公共

施設の再配置の検討などを行います。  

② 推進体制の整備：今後は個別施設の方向性等を各所管課ごとに定めていきます。着実な推進のため、

引き続き庁内横断的な検討体制を維持し、全庁的に進めます。 

③ 民間事業者との連携：民間事業者などと連携し、専門的な知識やノウハウを活用することにより、

コスト削減やサービスの質の向上、あるいは付加価値の創出等を図ります。 

④ 市民との連携：地域のみなさんの利用が多い施設の地域への移管等も含め、幅の広い施設の管理運

営に対し市民のみなさんの参画を図るなど、更なる情報共有・問題意識の共有と協働を進めます。 

⑤ 計画のフォローアップ：本計画は平成 37 年度までの計画としますが、長期的な見通しのうえで進

めていく必要があることから、必要に応じ見直します。 

実績水準値 

約 14.8 億円 

必要保全費用（10 年平準化） 

自然削減へ 
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種類別施設の方向性 

種類 将来の方向性 

幼稚園 将来の園児数の推移を踏まえ、子ども・子育て会議における３歳児枠の受入れ拡大につい

ての効果検証を行い、幼小連携のための小学校と幼稚園の統合案などの総量削減策につい

て検討し、今期の計画期間内で着手できるところから実施します。 

小学校 将来の児童数の推移により、今後は新たに余裕教室ができると見込まれます。幼小連携や

小中一貫教育等による教育環境の充実を図りますが、同時に、文部科学省の「公立小学校・

中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」を踏まえ、小学校の適正規模実現を目指し

ます。なお、余裕教室については、今後の需要を踏まえて活用策を検討しておきます。 

中学校 将来の生徒数の推移により、今後は新たに余裕教室ができると見込まれます。小中一貫教

育等による教育環境の充実を図りますが、同時に、文部科学省の「公立小学校・中学校の

適正規模・適正配置等に関する手引」を踏まえ、中学校の適正規模実現を目指します。な

お、余裕教室については、今後の需要を踏まえて活用策を検討しておきます。 

高等学校 高等学校に対するニーズは、なお大きいです。より充実した教育環境の整備も検討しつつ、

今期計画期間内では、次期計画期間での実施に向け、維持管理コストとそれに見合う費用

対効果についての検証を行い、今後の運営方法について決定します。 

公民館等 社会教育法に規定の公民館の用途制限緩和について検討し、地域コミュニティの活動施設

としての位置付け変更とともに、新たに位置付けられる拠点施設に現機能を集約します。

また、エリア内の人口密度等を勘案して、なおエリア内に施設が必要な場合においては、

拠点施設以外で補完施設としての位置付けが必要かどうかもあわせて検討しておきます。 

図書館 本館と５つの分館、各々が配置されている役割を検証します。また、社会教育施設として

の役割を重視し、社会福祉団体や学校、公民館等との連携を図ります。なお、管理運営に

ついては、指定管理による管理運営方法など、広く民間活用の導入を検討します。 

体育館等 全市域的施設で各種大会の開催できる規模の総合体育館と、市民の日常的な運動目的が主

体の市民体育館との機能の棲み分けを検証した上で、市民体育館の機能を中央体育館に位

置付け、春木体育館については施設の存廃について検討します。心技館については、武道

競技に広く利用されているため、機能集約による他施設との複合化を検討します。 

プール 市内には民間事業者が運営する施設もあることから、今期の計画期間内では市直営と民営

での維持管理費を比較検証し、得られた効果を勘案して、より有利な維持管理となる運営

方法を実施します。 

運動広場等 青少年広場の運営方法については、管理運営を地元町会等に委ねられている現状から地元

からの利活用の提案を求め、地元町会等へ無償貸与すること等、引き続き管理運営を委ね

ていきます。なお、有償借地については、その必要性を検証し、賃借関係解消の可否を決

定します。 

 

種類 将来の方向性 

きしわだ自

然資料館 
管理運営について、指定管理による管理運営方法など民間事業者による創意工夫を活か

し、さらなる魅力ある施設づくりを実現します。 

ホール・会館 浪切ホールについては、次期計画期間での民営化の可能性を検討します。文化会館につい

ては文化振興条例における文化の発信拠点として市が担う役割を踏まえつつ、指定管理な

ど民間活力導入の可能性を検討します。自泉会館は、文化的価値があり、城周辺の活性化

を図る施設として観光資源にも寄与し、魅力ある施設づくりを実現します。 

保育所等 これまで実施した民営化の効果について検証するとともに、『岸和田市子ども・子育て支

援事業計画』に基づく施策の充実を図ります。 

チビッコホ

ーム 
『岸和田市子ども・子育て支援事業計画』に基づき、小学校の余裕教室等の活用や民間事

業者への委託も踏まえ、児童の受け入れ体制の強化を図ります。 

高齢者関連

施設 
高齢者ふれあいセンター朝陽、浜老人集会所については、施設に位置付けられている機能

を整理し、各地域にのみ存在している意義を検証した上で、福祉総合センターや近隣の公

民館等との機能集約を図ります。 

保健・福祉施

設 
保健センターの機能を整理し、センター内にある各種団体の事務所等の必要性を検証した

上で、他の機能との複合化の可能性を検討しておきます。メディカルセンターの管理運営

については、施設の維持管理について負担割合を検証の上、市の関与度を整理します。 

観光施設 観光施設は、指定管理を導入して民間活力を図っており、現状のまま管理運営を継続させ

ます。まちづくりの館の貸室機能については、行われている事業内容を勘案し、近隣の公

民館等との役割分担を明確にします。 

産業振興施

設 
産業会館の維持管理について、会館内の本市の執務スペースの持ち方を検証し、維持管理

体制の見直しを図ります。 

農業関連施

設 
地域のコミュニティ活動の拠点施設として位置付け、地元地域が主体的に運営できるよう

地元町会等に管理運営を委ねることとし、その運営方法を検討します。 

駐車場 現状の課題等を検証し、引き続き施策の充実を図ります。 

自転車等駐

車場 
現状の課題等を検証し、引き続き施策の充実を図ります。 

女性センター 事業の効果的な推進を目指し、他施設との連携を図るため、周辺施設と複合化を検討しま

す。 

消費生活セ

ンター 
現状の課題等を検証し、引き続き施策の充実を図ります。 

斎場 建替えについては、PFI をはじめとする民間活力の導入により、管理運営方法を含めた民

間事業者による創意工夫を活かした施設づくりを実現します。 

市民センター 現状の課題等を検証し、引き続き施策の充実を図ります。 

公営住宅 市営住宅は、現状の課題等を検証し、引き続き現状の維持管理を継続しますが、木造住宅

については、現地建替えではなく耐火住宅への住み替えを促進し、また、その他施設につ

いても民間住宅の有効活用を図り、施設の改善を効果的に進めていきます。 

支所・サービ

スセンター 
支所については、生活圏の整理とあわせ、他施設との機能統合について検討します。 

 

『施設の種類別に利用状況やコスト、施設の老朽化のデータに基づく評価に加え、各施設に持たさ

れた役割（防災避難施設等）や行政施策との兼ね合いにより総合的に判断し、今後の方向性をまと

めました。』 
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圏域ごとの再配置 

再配置の基本的な考え方 

 
『本市は南北に細長い地形で、地域ごとの風土や成り立ちがそれぞれ違います。市の総合計画にお

いて、６つの地域をコミュニティの単位とし、市民センターが地域の拠点となるように配置されて

います。しかし、山手の地域では市民センターまで距離がある等、身近に立ち寄れるような施設配

置になっていない地域もあります。解決方法として、高齢者の移動にも配慮し、６つの地域よりさ

らに狭い範囲で、拠点となる施設の検討を行います。』 

拠点と機能の考え方 

 

『再配置の考え方により半径１km の範囲で表現した 15 の圏

域を設定し、そこに地域コミュニティ活動の拠点となる施設を

配置します。』 

圏域ごとの再配置 

 

圏域 再配置提案 

第１圏域  建替する福祉総合センターに、いながわ療育園とパピースクール、サン・アビリティ

ーズの機能を統合します。 

 労働会館の機能を整理し、施設は除却します。 

 公民館等の機能を整理し、圏域の拠点となる施設に機能集約します。 

第２圏域  公民館等の機能を整理し、圏域の拠点となる施設に機能集約します。特にこの圏域で

は５つの地区公民館が配置されており、人口密度を鑑みた再配置の検討が必要です。 

第３～６、８
～11 圏域 

 公民館等の機能を整理し、圏域の拠点となる施設に機能集約します。 

第７圏域  天神山小学校に、天神山幼稚園を移転、複合化し、移転後の旧天神山幼稚園の施設内

に科学技術教育センターや教育相談室等を集約し、新教育センターとして活用します。 

 公民館等の機能を整理し、圏域の拠点となる施設に機能集約します。 

第 12 圏域  公共施設としては、東葛城小学校と幼稚園しかなく、圏域の拠点となる施設の検討が

必要です。 

第 13 圏域  公共施設としては、山滝中学校と小学校、幼稚園しかなく、圏域の拠点となる施設の

検討が必要です。 

第 14 圏域  公共施設としては大沢山荘しかなく、圏域の拠点施設として位置付け、機能を整理し

ます。 

第 15 圏域  機能移転後のサン・アビリティーズの施設を有効活用し、他施設の機能を統合させる

ことを検討します。 

 

『ここで設定された 15 の圏域は、これから再配置の検討を進めていくための市の提案であり、各

圏域での再配置の最終形ではありません。本市の財政状況を考えると総量削減の検討は避けられな

い事実ではありますが、公共施設を通して市民のみなさんに提供すべき機能は何かを精査し、削減

することだけが目的ではなく、地域の事情に配慮した岸和田らしい特色を生かした再配置を心掛け

ます。また、検討にあたっては、各圏域のみなさんの参加が不可欠です。市民のみなさん自らが主

体的に思いを表明することは、みなさんの大切な財産である公共施設への愛着をより一層深めるこ

とになります。本計画策定後は再配置の進行管理や進行状況の確認を行政とともに市民のみなさん

にもご参加いただき、利用満足度を高めるより良い公共施設のあり方の実現を目指します。』 

モデル事業の提案と推進－計画を実効性のあるものにするために、先導的に取り組みます 

福祉総合センターを複合施設化 

老朽化が著しく、快適性や安全
性の確保が求められる当施設の
整備に合わせ、知的障害児の通
園施設「パピースクール」と肢
体不自由児の通園施設「いなが
わ療育園」を統合して、障害児
の総合通園施設として複合化、
サン・アビリティーズの機能も
移転します。 

天神山幼稚園の天神山小学校
への複合化と施設活用 
「幼小一貫校」を実施するにあ
たり、本市の特色である１小学
校区に１幼稚園の配置状況を活
かし、天神山幼稚園の機能を併
設の天神山小学校内の余裕教室
へ移転します。幼稚園移転後の
建物については、科学技術教育
センターや教育相談室等を集約
し、新教育センターとして活用
します。 

労働会館の廃止 

労働会館で労働政策を担当する
部署は他の代替施設に移転し、
労働会館については解体、撤去
します。 
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